
ヌ

（
略
）

ヌ

（
略
）

四
十
八
〜
五
十
七

（
略
）

四
十
八
〜
五
十
七

（
略
）

２
〜
13

（
略
）

２
〜
13

（
略
）

由
が
な
い
の
に
、
債
務
者
等
に
対
し
、
電
話

を
か
け
、
電
報
を
送
達
し
、
若
し
く
は
フ
ァ

ク
シ
ミ
リ
装
置
を
用
い
て
送
信
し
、
又
は
訪

問
す
る
方
法
に
よ
り
、
当
該
債
務
を
弁
済
す

る
こ
と
を
要
求
し
、
こ
れ
に
対
し
債
務
者
等

か
ら
直
接
要
求
し
な
い
よ
う
求
め
ら
れ
た
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
更
に
こ
れ
ら
の
方
法
で
当

該
債
務
を
弁
済
す
る
こ
と
を
要
求
す
る
こ
と

を
か
け
、
電
報
を
送
達
し
、
若
し
く
は
フ
ァ

ク
シ
ミ
リ
装
置
を
用
い
て
送
信
し
、
又
は
訪

問
す
る
方
法
に
よ
り
、
当
該
債
務
を
弁
済
す

る
こ
と
を
要
求
し
、
こ
れ
に
対
し
債
務
者
等

か
ら
直
接
要
求
し
な
い
よ
う
求
め
ら
れ
た
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
更
に
こ
れ
ら
の
方
法
で
当

該
債
務
を
弁
済
す
る
こ
と
を
要
求
す
る
こ
と

（
医
療
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
二
条

医
療
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第
五
十
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

（
社
会
医
療
法
人
債
管
理
補
助
者
の
資
格
）

（
社
会
医
療
法
人
債
管
理
補
助
者
の
資
格
）

第
三
十
三
条
の
十
七
の
二

法
第
五
十
四
条
の
七
に

お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
会
社
法
第
七
百
十

四
条
の
三
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

第
三
十
三
条
の
十
七
の
二

法
第
五
十
四
条
の
七
に

お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
会
社
法
第
七
百
十

四
条
の
三
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

一

弁
護
士

一

弁
護
士

二

弁
護
士
法
人

二

弁
護
士
法
人

三

弁
護
士
・
外
国
法
事
務
弁
護
士
共
同
法
人

（
新
設
）

附

則

こ
の
省
令
は
、
外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和

二
年
法
律
第
三
十
三
号
）
の
施
行
の
日
（
令
和
四
年
十
一
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

令和年月日 木曜日 第号官 報 
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